
令和 3 年 3 月定例会 

上田市消防団についての質問 

・上田市消防団の現状と課題について 

・上田市消防団の今後の在り方について 

 

◆10 番（井澤毅君）  

議長の許可をいただきましたので、通告に従い順次質問させていただきます。 

今回私は、消防団についての一般質問をさせていただくわけですが、その前に、昨日、急逝されました第

10 分団の峯村副分団長のご冥福を心よりお祈りします。 

 来週３月 11 日は、死者、行方不明者、関連死の方合わせて２万 2,200 人という未曾有の大災害となっ

た東日本大震災から節目の 10 年を迎えます。 

先月 13 日深夜には、その余震と言われる最大震度６強の地震が発生し、上田市においても震度３の揺れ

を観測しました。薄れかけていた大震災の記憶をよみがえらすとともに、改めて災害は常に身近にある

ことを感じたところです。 

また、先月 21 日に発生した栃木県足利市の山火事は、９日目の一昨日にようやく鎮圧されましたが、106

ヘクタールを焼く大規模火災となりました。上田市においても、昭和 62 年に金剛寺と下之郷の同時山火

事が発生し、今回の足利市の火災の２倍近い 194 ヘクタールを焼失しました。消防団員だった自分も徹

夜で消火活動をしたことを思い出します。また、一昨年の令和元年東日本台風は、記録的な大雨をもたら

し、上田市においても甚大な被害を受けました。 

こうした災害時、最前線で市民の生命、財産を守ってくれるのが消防であり、消防団であります。令和元

年東日本台風の際は、上田市消防団は４日間で延べ 1,605 人が出動し、住民の避難誘導や警備、交通規制

や排水作業、倒木の撤去等、様々な活動を行い、そうしたことが高く評価され、内閣総理大臣表彰と長野

県知事感謝状を受賞しました。 

先人から引き継がれた歴史と伝統のある上田市消防団は、まさしく市民の誇りであり、昼夜を問わず活

動していただいている団員の皆様には、改めて心より感謝申し上げるところです。 

特に近年、地球温暖化の影響とされる異常気象により、今までにはなかったような大きな災害が頻発し、

従来に増して地域における消防団の役割は大きなものとなっています。 

その一方で、昭和 30 年に全国に 200 万人近くいた消防団員は、平成２年に 100 万人を割り込み、令和２

年現在、81 万 8,000 人余りと少子高齢化が進む中、団員の確保は深刻な状況となっています。 

そこで、上田市消防団の現状と課題についてお伺いします。 

１として、消防団員の確保の状況はどうか。 

２として、これまで取り組んできた確保策と効果はどうか。 

３として、消防団の確保に関する今後の見通しはどうか。 

以上３点につきましてお伺いし、最初の質問とさせていただきます。 



◎消防部長（越浩司君）  

消防団の現状と課題について何点かご質問いただきましたので、順次ご答弁を申し上げます。 

消防団員の確保の状況でございますが、上田市における消防団員数につきましては、平成 18 年の新市発

足時は、旧市町村の団員数を合算した条例定数 2,490 人に対し、実員数 2,417 人でしたが、条例定数を割

り込むことが予想されたことから、平成 25 年に定数の見直しを図り、条例定数 2,270 人に改正し、現在

に至っております。上田市におきましては、令和２年４月現在の実員数は、2,008 人と定数の 88.5％とな

り、全国と同様に、消防団員の減少傾向に歯止めがかからない状況でございます。 

消防団員の確保のための取組状況でございますが、団員の福利厚生を充実させ、団員確保につなげるた

め、平成19年から国が推奨し、消防団の活動に積極的に協力をいただく消防団協力事業所の拡充を行い、

令和２年度には 86 事業所が上田市消防団協力事業所に登録していただいております。平成 27 年には、

長野県から交付された消防団カードを持参した団員が店舗等で割引等の特典が得られる長野県消防団員

応援ショップ事業が開始され、現在長野県内で 1,422 店舗が登録しており、上田市内では 123 件に登録

していただいております。 

上田市単独事業といたしましては、市内の日帰り温泉施設９施設が利用できる消防団員応援事業の温泉

施設利用料金補助を行っており、団員１人当たり 250 円の補助券を各４枚お配りし、ご利用いただいて

おります。また、応援ショップや応援事業の利用率も年々増加傾向にあることから、これらの取組は福利

厚生の向上につながり、団員の確保に一定の効果があるものと認識をしております。 

直接的な確保策としては、従前からも実施しておりますが、広報紙での呼びかけや自治会等への団員確

保に関する要請などを行うとともに、上田市消防団独自の取組として、各分団が団員募集を目的に作成

したポスター展などを市内の商業施設等で行ってまいりましたが、社会環境や就業構造の変化等も大き

く、団員の減少を抑えることができていない状況でございます。 

 次に、消防団員確保に関する今後の見通しについてでございますが、上田市内では、過去 10 年の分団

別管轄人口の増減傾向は、上田地域の城下、塩尻、川辺・泉田、神川地区及び神科地区に若干の人口増加

は見受けられますが、人口増加が全くない地域として、丸子地域の西内、東内、真田地域の長、傍陽、武

石地域がございます。特に西内地区につきましては、人口の落ち込み率が一番大きくなっております。 

このように、丸子地域、真田地域及び武石地域につきましては、人口減少傾向が顕著であり、上田地域の

豊殿、塩田、川西地区につきましても減少傾向が見受けられ、消防団員適齢とされる 20 歳から 50 歳の

人口減少も顕著であることから、団員の確保は今後ますます困難になっていくものと考えております。

以上でございます。 

 

◆10 番（井澤毅君）  

ご答弁いただきました。 

上田市消防団においても厳しい団員確保の状況だということが分かりました。 



ただ、こうした厳しい状況に消防団が置かれているということを市民の皆さんはどこまで承知している

のでしょうか。 

私自身、団員確保の大変さは承知していたつもりでしたが、ＯＢとして消防後援会や消防の集まりに参

加していても、そこまでの危機感はありませんでした。 

消防団の定数見直し、再編を検討されているということを分科会において初めて知り、驚きました。全国

的に消防団員数は減少していますが、女性消防団員や学生消防団員、機能別団員といった団員数は年々

増加しています。 

また、幾つかの自治体では、市の新規採用職員を一定期間消防団へ入団させ、研修させる取組を行ってい

るところもあります。深刻な消防団員不足の解消になると同時に、消防団活動を深く理解するとともに、

安全、安心なまちづくりを担うための災害対応能力の基礎知識を習得し、地域貢献の在り方を学ぶこと

にもつながっているとのことです。 

上田市において取り組んできた団員確保策は十分と言えるのでしょうか。まだまだ取り組める策はある

のではないでしょうか。 

前回、平成 25 年に行った定数条例の改正は、新しい市に合併後の調整的な意味合いがあったと承知して

いますが、団員 220 人削減し、現在の 2,270 人の定員となっています。 

今回、消防団の再編を検討しているという上田市消防団の将来の在り方検討委員会について、改めて発

足の経緯と目的は何かお伺いします。 

 

◎消防部長（越浩司君）  

ご質問いただきました上田市消防団の将来の在り方検討委員会についてご答弁いたします。 

まず、発足の経過についてでございますが、平成 25 年に消防行政の円滑な運営について審議する上田市

消防委員会において、消防団員数の見直しを行った際に、人口減少、少子化の問題は、今後もこの傾向が

続くことが想定されることから、その時々の動向を踏まえ、継続して団員数の見直しや組織の改革など

を検討することが附帯意見として示されておりました。 

また、上田市では、消防団員数の減少に歯止めがかからないことや、地域防災力を確保するために分団再

編、消防団員数の見直しなどが課題となっており、消防団員確保や消防団組織の在り方、適正な団員数の

課題に対し、具体的な検討をするため、専門職員を配置するなどの取組を行うとともに、令和元年度に上

田市消防団の将来の在り方検討委員会を立ち上げ、これらの課題の検討を開始いたしました。 

委員会の具体的な目的としましては、消防力の整備指針に基づく消防装備車両数及び基準操作員数の確

保、消防団員の災害出動率及び被雇用者割合による団員数の補正、管轄地区内における消防団員の適齢

人口数、管轄地区内における危険消防対象物の装備の加算、以上を基に、各分団の適正団員数の案を算定

するとともに、今後の消防団員適齢層の減少等を考慮し、分団再編について検討するほか、上田市消防団

として組織が機能的に活動できる体制を検討し、原案を作成することでございます。以上でございます。 



◆10 番（井澤毅君）  

ご答弁いただきました。 

団員確保の難しさということは、よく分かりました。また、この先を考えた場合の上田市消防団の組織に

ついての検討の必要性ということも理解できました。 

ただ、この委員会が公開もされず、議事録も見ることができない非常に閉ざされたところで行われてい

ることに疑問を感じます。 

先ほども言いましたが、市民にとってとても大きな存在である消防団について、こうした厳しい状況に

消防団が置かれているということを市民の皆さんはどこまで承知しているのでしょうか。もしかしたら

再編により自分の分団が統廃合されてしまうかもしれないということを承知しているのでしょうか。市

民の皆さんにとっては、知らなかったでは済まされない大きな問題であると思います。 

上田市消防団の将来の在り方検討委員会について、委員構成はどうか、委員会の透明性はどうか、お伺い

します。 

 

◎消防部長（越浩司君）  

委員構成についてのご質問でございます。委員の構成につきましては、上田市消防団からは、副団長を含

む団本部員５人、分団からは、各方面隊責任者８人、消防部からは、消防総務課長、消防団担当政策幹、

また消防警防係長及び消防団関係の事務等を行っております消防総務担当２人の計５人、合計 18 人の委

員で構成されております。 

次に、委員会の透明性についてでございますが、この委員会で検討いたしますそれぞれの案の作成につ

きましては、構成員である消防団の意見を聞くとともに、その過程で消防団へはＯＢの方や地域の方に

意見を聞くなどもお願いしておりまして、一定の透明性は確保されていると考えております。 

なお、これらの案につきましては、令和２年９月の決算特別委員会の環境建設分科会におきまして、概案

をご説明させていただいております。以上でございます。 

 

◆10 番（井澤毅君）  

ご答弁いただきました。東京オリンピック・パラリンピック大会組織委員会の後任選びの際も議論にな

りましたが、透明性の確保ということは、信頼の向上であったり、コミュニケーションの面からも大変重

要であります。そもそも消防団は、地域との関係性が何よりも重要であり、案とはいえ、水面下で知らな

いうちに決めていくようなことは問題があるのではないでしょうか。 

お伺いします。委員会の開催状況と今後の予定はどのようになっているのでしょうか。 

 

◎消防部長（越浩司君）  

委員会の開催状況ですが、令和元年度は９月に第１回目の委員会を開催し、年度内に４回、消防団の現状



と課題や分団統合の必要性について協議し、令和２年度には市内８方面隊の各分団幹部に対し、分団の

再編計画（案）の説明を行い、説明後に各分団からの意見の提出を求め、分団再編や団員定数等について

の上田市消防団再編計画（案）についての検討を行っております。11 月と年が明けた１月には、消防団

本部の再編計画（案）も提案し、最終的な原案の調整を行い、現在に至っております。 

なお、令和３年度には、消防団に原案の承認を得た上で、統合や再編等の対象となる地域に出向し、地元

住民の方々に対しまして、消防部及び消防団から消防団の現状についての説明や再編計画（案）の説明会

を開催する予定でございます。したがいまして、その後、地元で協議検討をしていただく一定期間の猶予

が必要とも考えております。以上でございます。 

 

◆10 番（井澤毅君）  

ご答弁いただきました。昨年より新型コロナウイルス感染症の影響で、自治会においても例年どおりの

会議を行うことができない状況が続いています。少なくても私の地元分団においては、自治会との話合

いの場を持つことはできていません。このような状況下において、予定どおりのスケジュールで進める

ことは困難かと思います。 

消防審議会からの消防団を中核とした地域防災力の充実強化の在り方に関する答申にも次のように明記

されています。地域防災に関わる組織や住民等がこれら検討の過程として合同で議論、検討を行うこと

により、消防団や自主防災組織などの必要性を認識し、消防団員等の加入促進や自主防災組織の立ち上

げに結びつくことが期待できる。さらには、そうすることにより、自らを守ること、自助を学び、自らを

守ることによって初めて周りの人や地域の人を守ることができるということを広く地域で共有されるこ

とにつながると書いてあります。全く同感でございます。今回の再編案では、前回を大きく上回る定数の

削減と分団の統廃合が計画されています。 

そこで、お伺いします。 

１として、上田市が目指す適正な消防力とは何か。 

２として、異常気象等により、ますます大きな災害が増えている状況下で、このような大きな消防団の再

編に伴い、消防力は維持できるか。また、消防団の再編に伴う常備消防の見直しは行うか。 

３として、消防団の再編は、市民を中心とした開かれた議論が必要ではないか。以上３点お伺いします。 

 

◎消防部長（越浩司君） 

上田市消防団の将来の在り方についてのご質問でございます。 

まず、上田市が目指す適正な消防力についてでございますが、平成 25 年に施行された消防団を中核とし

た地域防災力の充実強化に関する法律で目標とされた消防団員数は、全国で 100 万人でございます。こ

れを上田市に換算いたしますと約 1,230 人となり、上田市では令和２年４月現在、先ほど申し上げまし

たとおり 2,008 人の消防団員が在籍していることから、約 1.6 倍の消防団員を確保していることとなり



ます。 

また、全国と上田市との比較検討に用いております愛媛県今治市や広島県東広島市等の類似団体７都市

の消防団員数の平均は 1,712 人でございまして、人口規模、可住地面積、人口集中地区等の面積も小さ

く、消防危険の高い沿岸部や島嶼部もなく、災害件数も少ない上田市をこれらの都市と比較しましても、

上田市消防団員数は多い状況でございます。 

さらに、国が示しております普通交付税の算定基準では、当市の人口に換算すると、団員数が 914 人と

なり、約 2.3 倍の団員定数を確保していることになります。また、分団数につきましても、国が示します

のは 24 個分団であり、上田市は 1.2 倍の分団数があり、消防車両につきましても 25 台であり、4.3 倍の

消防車両を有する状況でございます。 

このように、数字上は国の基準を満たしておりますが、大規模災害が多発する状況や、過去の災害の発生

状況を見ますと、上田市が目指す適正な消防力は、大規模な災害の発生に対処できる常備・非常備消防に

おける人員、施設及び資機材の万全な整備とともに、これらが常に最大の成果を発揮できるように、消防

職員や消防団員に十分な教育訓練を実施することも適正な消防力の一つであると考えております。 

続きまして、消防団再編に伴う消防力維持の点でございますが、今回の再編計画（案）では、現代の社会

環境の変化や災害環境、消防団の現状と課題、国の示します消防力の整備指針、各地域における消防力の

公平性や規則性、全国の消防情勢や消防防災関係法令の遵守、類似団体との比較等を踏まえ、適正な団員

の数などの原案を試算しており、消防団の消防力は十分維持できるものと考えております。 

常備消防の見直しについてでございますが、現在 204 人の消防職員が１本部８消防署で勤務しておりま

すが、2030 年には大量の消防職員が退職するため、平成 31 年４月、それまでの消防職員の条例定数を

201 人から 218 人へと見直しを行い、段階的に増員して前倒しした対応を行っているところでございま

す。 

また、平成 30 年度から常備消防の将来構想を検討するため、消防本部に救急の専従化、組織編成、庁舎

整備の各ワーキンググループを組織しまして、現在検討を行っております。 

続きまして、市民を中心とした開かれた議論が必要ではないかというご提案でございます。 

委員会で検討しております消防団再編等の原案は、消防部の知見をもって作成したものでありますが、

議員ご指摘のように、地域の皆様をはじめとして、広く意見を反映させることが重要であると考えてお

ります。今後、該当自治会の皆さんへの説明や調整を消防部と消防団が合同で行い、その過程で市民と議

論を十分深めるべきと考えております。以上でございます。 

 

◆10 番（井澤毅君）  

ご答弁いただきました。上田市消防団の課題、再編の必要性というのはよく分かります。ですが、大きな

問題、難しい課題になるほど、やはり開かれた議論が必要になってくると思います。 

例えば小学校の在り方にしても、幅広いメンバーで何年にもわたり、公開の場で議論を重ね、形づくって



いかれているからこそ、信頼性も増してくるのだと感じています。 

消防団活動は大変だとよく言われますが、確かに仕事を持ちながら、昼夜問わずの任務は大変だと感じ

ています。ですが、それ以上の恵みがある場だと私は思います。私も消防団活動を通して多くの仲間と出

会うことができ、多くのことを学ぶことができました。消防団に入っていなければ自分のことだけを考

えて生きて、恐らく今とは違う人生を歩んでいたのではないかと思います。私は、消防に育ててもらった

と思っています。 

消防団は、地域コミュニティーの核であり、人材育成の場でもあると思います。日本の三消防の一つとも

言われる歴史と伝統のある上田市消防団を持続可能な組織としていくためには、市民を巻き込んだ透明

性のある議論が必要であると思います。ぜひよろしくお願いいたします。 

最後になりますが、長年消防行政にご尽力いただきました越消防部長に、今後の消防団の在り方をどの

ように考えているかお伺いし、最後の質問とさせていただきます。 

 

◎消防部長（越浩司君）  

今後の消防団の在り方をどのように考えているかというご質問でございます。 

消防団を語りますには、地域消防力についての理解が必要であると考えております。消防団を中核とし

た地域防災力の充実強化に関する法律には、地域防災力とは、市民一人一人が自ら行う防災活動、自主防

災組織、消防団、地方公共団体等の機関が、適切な役割分担の下に、相互の連携協力によって確保される

ものと定義をされております。 

また、災害対策基本法などには、市民は災害等に対し、自らの安全を確保、防災の意識を醸成し、地域に

おける防災体制を整え、互いに協力して災害等に対処する共助も求められております。この先頭に立っ

て活動しているのが消防団であって、この組織は未来永劫失ってはならない地域消防力にとって大変重

要な組織であると考えております。 

仮にこの組織が失われた場合、それを行うのは、結局地域の皆さんの共助の組織ではありますが、常備消

防である消防署を幾ら充実させても、消防団がいなければ、同時多発的に発生した災害現場には対応で

きません。 

今後の社会環境の変化に伴い、団員の平均年齢は上昇し、担い手不足は今後も続くことが予想されます。 

行政も地域住民も、消防団活動に対する理解を示し、地域防災力を維持するため、団員の確保に尽力して

いただくことは非常に重要なことです。 

一方、消防団自体も、住民からの負託や信用にしっかり応えられるように、現代の状況に適した組織の在

り方や見直しを心がけ、常備消防と合同で行う訓練などの多種多様な訓練を重ね、災害対応能力の向上

を図るとともに、安定的な消防団の運営を検討するための案を常に検討していくことが求められると考

えます。これらを両立させ、常備消防とともに、災害から市民の生命、身体及び財産を守ることが今後の

消防団の在り方ではないかと考えております。以上でございます。 


